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～ 2023年の値上げ動向、年度はじめの「4月」にヤマ ～ 

   
 

 

 

 

 

 

 

帝国データバンクが 2022年 12月に実施した価格転嫁に関する調査1によると、自社の商品・サ

ービスのコスト上昇に対して、企業の販売価格への転嫁割合を示す「価格転嫁率」は 39.9％と算

出された。しかしながら、価格転嫁の実態は業種・業界

や取引関係、消費者などとの関係で受ける影響が大き

く、コスト上昇分の多くは企業が負担しているのが現

状である。 

その一方で、政府の取り組みをはじめ、徐々に価格

転嫁ができる土壌は生まれてきている。また、企業努

力や創意工夫で付加価値を上げ、価格転嫁を実行して

いる企業も少なくない。 

そこで、帝国データバンクは、企業が価格転嫁できた理由や 2023年の値上げ時期に関するアン

ケートを行った。 

 
※ アンケート期間は 2023年 2月 3日～7日、有効回答企業数は 1,335社（インターネット調査） 

 
 

アンケート結果（要旨） 
 
1. 企業の価格転嫁の成功理由  「原価を示した価格交渉」が 4割超で最高 

自社の商品・サービスについて価格転嫁ができた理由は、コスト上昇の程度や採算ラインなど

「原価を示した価格交渉」が 45.1％と最も高くなった（複数回答、以下同）。以下、「取引先へ

の価格改定の通知」（28.7％）、「業界全体における理解の進展」（25.8％）などが上位  
2. 2023年の商品・サービス値上げ動向    年度はじめの 4月がヤマに、1～5月に値上げが集中 

2023 年における自社の商品・サービスの値上げ予定（実績含む）は、年度はじめでもある「4

月」が 42.8％で最高となった（複数回答、以下同）。次いで、「1月」（28.1％）、「5月」（26.5％）、

「3月」（20.6％）、「2月」（20.2％）が 2割台で続いた  
 

 
1 帝国データバンク「価格転嫁に関する実態調査（2022年 12月）」（2023年 1月 23日発表） 

企業の価格転嫁 
4割超で、「原価を示した価格交渉」が奏功 

特別企画：価格転嫁の成功理由に関する企業アンケート 

価格転嫁率

39.9％
企業負担

60.1％
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1.企業の価格転嫁の成功理由、「原価を示した価格交渉」が 4割超で最高 

自社の商品・サービスについて多少なりとも価格転嫁ができた理由について尋ねたところ、コス

ト上昇の程度や採算ラインなど「原価を示した価格交渉」が 45.1％と最も高くなった（複数回答、

以下同）。以下、「取引先への価格改定の通知」

（28.7％）、「業界全体における理解の進展」

（25.8％）、「日頃から発注者へのコストに影響しそ

うな情報共有」（24.2％）、「業界全体における価格

調整」（13.9％）が上位に並んだ。 

企業からは「他社との差別化を進める機会と捉え

ている。実際に、差別化による恩恵を感じている」

（園芸サービス）や「2022年の資材の高騰時か

ら、お客さまに対し都度値上げ交渉をしている。ま

た、見積有効期限を明確にし、常に仕入れ価格を意

識しながら経営している」（特殊産業用機械機器具

卸売）といった声があがっている。 

また、「2022年に施行された「酒類の公正な取引

に関するルールの改正」がプラスに働いているほ

か、値上げされた仕入価格に加え、適正な販管費お

よび利益をのせて卸すということが、業界全体に浸

透しつつある」（酒類卸売）というように、業界におけるルールを価格転嫁の成功理由とした企業も

みられた。  

他方、すべてを転嫁することは難しく、「原材料のメーカーが寡占状態で、有無を言わさず値上げ

してきている。一方で、販売先からは値上げを拒まれ、半分程度しか転嫁できていない。結果とし

て大変厳しい状況が続いている」（各種機械・同部分品製造修理）などの実情が浮かび上がった。 

業界別では、『製造』において「原価を示した価格交渉」が 63.7％と他の業界より高くなった。他

方、『小売』では、原価を示した価格交渉は難しく 2割程度にとどまった。 

 

価格転嫁ができた理由（複数回答） 
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原価を示した価格交渉

取引先への価格改定の通知

業界全体における理解の進展
日頃から発注者へのコストに
影響しそうな情報共有

業界全体における価格調整

既存の商品・サービスの改良

取り扱い商品・サービスは元々他社と差別化できている

取引先の見直し

新商品・新サービスの開発

コスト上昇分が自動的に上乗せされる

行政や業界団体による価格転嫁促進策の実施

法令やルールによる価格の変動

新たなアフターサービスの提供

その他

全く転嫁できていない/していない

分からない/不回答
注：母数は、有効回答企業1,335社

単位
（％）
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2.商品・サービスの 2023年の値上げ動向、年度はじめの 4月がヤマに、1～5月に値上げが集中 

2023年における自社の商品・サービスの値上げ予定（実績含む）について尋ねたところ、多く

の企業で年度はじめでもある「4月」が 42.8％で

最高となった（複数回答、以下同）。4月に値上げ

を実施する予定の企業からは「販売組合で値上げの

お願い文書を作成し、4月から値上げを実施する」

（砕石製造）や「幼稚園から高校までの給食の比率

が高いため、年度単位の値上げに集中する傾向」（料

理品小売）といった声が聞かれた。 

また、「前年 4 月に値上げを実施したことと同業

他社が 4月に値上げするといった情報を得たため。

多くの企業にとって同時期は年度はじめでありタ

イミング的に良いと思われる」（金物卸売）や「すで

に資材などが少しずつ、複数のタイミングで値上げ

されているため、当社もどこかでまとめて値上げし

なければいけないと思っており、4月だとキリが良

いため同時期に決めた」（印刷）などというように、年度はじめである 4月は値上げ実施時期とし

てキリが良いと考えている企業が一定数存在した。 

次いで、「1月」（28.1％）、「5月」（26.5％）、「3月」（20.6％）、「2月」（20.2％）が 2割台で

続いた。 

2023年通年でみると、1月～5月に値上げが集中していることがうかがえる。 

2023年の値上げ予定（実績含む）（複数回答） 

価格転嫁ができた理由～主な業界別～ 

製造 （％） 卸売 （％） 小売 （％）

原価を示した価格交渉 63.7 原価を示した価格交渉 49.1 取引先への価格改定の通知 26.7

取引先への価格改定の通知 35.0 取引先への価格改定の通知 46.6 原価を示した価格交渉 21.1

業界全体における理解の進展 27.1 業界全体における理解の進展 38.1 業界全体における価格調整 21.1

日頃から発注者へのコストに影響
しそうな情報共有 25.2

日頃から発注者へのコストに影響
しそうな情報共有 36.6 既存の商品・サービスの改良 14.4

業界全体における価格調整 11.7 業界全体における価格調整 20.0
取り扱い商品・サービスは元々他
社と差別化できている 13.3

全く転嫁できていない
/していない

9.8 全く転嫁できていない/
していない

5.9 全く転嫁できていない/
していない

18.9
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ただし、調査時点での値上げの動向であるため、先行き不透明感が強まるなか、今後さらに値

上げが行われる可能性もある。 

 

主な業界別にみると、『製造』『卸売』『小

売』はいずれも「4月」が最高となっている。 

とりわけ『小売』においては、「4月」の値

上げが 6割を超えており、突出して高い結果

となった。 

企業からのコメント 
 

 

・ 電気料金の総額は前年と比べて約 150％、重油は約 120％にまで上昇。そうしたエネルギー関連の

値上がり幅を取引先に提示して交渉を行った。ただし、今まで約 20年間価格を据え置きにしてい

たこともあり、他社と比べて価格はまだ安く、コストの上昇分も十分に転嫁できていないため、

今年 4月に再度値上げを行う予定（味そ製造） 

・ 部品や材料、電気料金が上がったタイミングごとに、料金（１時間あたりのサービス代金を請求
する事業形態）を設定している。都度細かく値上げすることで、ゆるやかに値上げしているとい

う印象を持ってもらう。また、元請け・下請けという関係性を従来から作らないようにし、さま

ざまな企業と取引している情報を発信することで、相手先に販売面で依存しているというイメー

ジを与えないよう心がけている（自動車一般整備） 

・ 多くは自社開発の製品なので転嫁できている。日本で唯一などの特殊機械を手がけており、取引
先の理解もあるので、原材料価格などの上昇分はほぼすべて転嫁できると考えている（建設機

械・鉱山機械製造） 

・ 一企業だけでは限界もあり、業界団体や協会が中心となって行政などに原材料の高騰の実態など
を説明し要望を出している。また、行政などの人件費や材料費などの単価見直しを受けて春先に

値上げの動きがある（一般管工事） 

・ 原料価格の変化に合わせて売価を調整する仕組みを顧客と取り決めしているケースが多い。業界
の慣習的に価格転嫁に関する理解は進んでいる（界面活性剤製造） 

～製造～ ～卸売～ 

～小売～ 

≪価格転嫁が実施できた理由や今後の値上げ時期について≫ 

2023年の値上げ予定～主な業界別～ 
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まとめ 

本アンケートの結果、4割を超える企業で原価を示した交渉により、多少なりとも価格転嫁が

実施できていた。加えて、価格転嫁に対する理解の進展や情報共有なども要因の 1つと言える。 

また、2023年の商品・サービスの値上げの動向は、多くの企業で年度はじめの「4月」に山場

を迎え、現時点で 1～5月の期間に集中していた。 

現在、「価格転嫁」に対して、社会全体は徐々に受け入れ始めている。しかしながら、すべて

を転嫁できているわけではない。「他社との競合もありお客さま離れが懸念される」（自動車（新車）小

売）といった声や、目に見えにくい電気料金などの価格転嫁はなかなか理解されないという声は

多い。 

企業だけでの取り組みは限界を迎えつつある。引き続き政府や行政は、価格転嫁の実態をよく

把握し、さらに価格転嫁を受け入れやすい環境づくりや、サプライチェーン全体での価格の底上

げを率先していく必要があろう。  



          特別企画：価格転嫁の成功理由に関する企業アンケート 

 2023/2/9 
 

 
6 

©TEIKOKU DATABANK, LTD. 
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03-5919-9343（直通） keiki@mail.tdb.co.jp  

情報統括部：tdb_jyoho@mail.tdb.co.jp 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。著作権法の範囲内でご利用いただき、私的利用を超えた複

製および転載を固く禁じます。 

 

集計結果と調査先企業の属性 

1．価格転嫁の成功理由に関する企業アンケート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 有効回答企業 

有効回答企業は 1,335 社 

 

3. 企業規模区分 
中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分。 

 

 

 

 

 

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

（構成比％、カッコ内社数）

原価(コスト

上昇の
程度や

採算ライン
等)を示した
価格交渉

日頃から

発注者への
コストに影
響しそうな
情報共有

既存の

商品・
サービス
の改良

新たな

アフター
サービス
の提供

新商品・

新サービス
の開発

取引先

の見直し

取り扱い

商品・
サービスは
元々他社と
差別化

できている

業界全体

における
理解の進展

業界全体

における
価格調整

法令や

ルール
による価格
の変動

行政や

業界団体
による
価格転嫁
促進策
の実施

コスト

上昇分が
自動的に
上乗せ
される

取引先

への
価格改定
の通知

その他 全く

価格転嫁
できていない
/していない

分からない

/不回答

合計

45.1 24.2 7.3 2.0 6.3 6.7 7.0 25.8 13.9 3.7 4.0 5.0 28.7 3.6 17.2 3.0 - (1,335)

大企業 47.1 22.3 11.5 1.3 8.9 10.2 2.5 32.5 12.1 3.8 6.4 4.5 21.7 3.8 19.1 4.5 - (157)

中小企業 44.8 24.4 6.8 2.1 5.9 6.3 7.6 25.0 14.1 3.7 3.7 5.1 29.6 3.6 16.9 2.8 - (1,178)

うち小規模企業 39.6 25.1 6.0 2.1 7.0 6.4 7.2 24.4 14.6 3.9 3.7 4.5 30.0 4.3 17.5 3.9 - (487)

農・林・水産 31.3 6.3 0.0 0.0 0.0 6.3 6.3 6.3 25.0 6.3 0.0 0.0 18.8 0.0 43.8 0.0 - (16)

金融 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 14.3 0.0 14.3 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 57.1 14.3 - (7)

建設 48.4 33.3 2.6 1.0 0.5 7.8 1.0 33.3 14.1 7.3 12.0 5.7 16.1 3.1 14.6 5.2 - (192)

不動産 11.4 6.8 6.8 0.0 6.8 4.5 2.3 6.8 0.0 0.0 0.0 4.5 9.1 11.4 47.7 6.8 - (44)

製造 63.7 25.2 6.4 0.8 5.6 6.4 9.3 27.1 11.7 2.4 2.7 4.5 35.0 2.7 9.8 1.1 - (377)

卸売 49.1 36.6 7.5 1.9 8.1 5.6 7.5 38.1 20.0 3.1 2.8 3.1 46.6 3.8 5.9 3.1 - (320)

小売 21.1 8.9 14.4 11.1 11.1 10.0 13.3 12.2 21.1 3.3 0.0 13.3 26.7 4.4 18.9 3.3 - (90)

運輸・倉庫 56.1 10.5 3.5 0.0 0.0 14.0 7.0 24.6 8.8 12.3 12.3 8.8 12.3 3.5 26.3 0.0 - (57)

サービス 21.5 12.7 11.8 2.6 9.6 5.7 6.1 12.3 9.2 1.8 1.8 4.4 14.5 3.9 34.6 3.9 - (228)

その他 25.0 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 - (4)

北海道 42.4 25.8 4.5 0.0 3.0 9.1 4.5 25.8 9.1 9.1 3.0 3.0 24.2 6.1 19.7 4.5 - (66)

東北 44.8 25.7 6.7 0.0 7.6 6.7 5.7 26.7 23.8 1.9 3.8 6.7 33.3 1.0 21.0 1.0 - (105)

北関東 42.3 27.9 9.0 2.7 5.4 9.9 2.7 19.8 10.8 2.7 2.7 2.7 29.7 3.6 19.8 0.9 - (111)

南関東 43.5 24.2 7.2 1.2 7.2 4.0 6.9 23.9 11.5 3.5 2.3 4.6 29.7 3.5 19.0 3.5 - (347)

北陸 47.1 19.1 11.8 1.5 5.9 7.4 5.9 27.9 10.3 1.5 2.9 4.4 17.6 4.4 19.1 2.9 - (68)

東海 52.9 29.9 10.2 2.5 6.4 5.7 7.0 28.7 20.4 3.8 8.9 8.9 31.2 0.6 12.7 3.2 - (157)

近畿 42.5 23.1 7.5 0.9 6.6 7.5 10.4 29.7 13.2 0.9 3.3 5.2 32.1 5.2 13.7 4.2 - (212)

中国 54.8 22.6 3.2 3.2 4.3 8.6 15.1 24.7 14.0 5.4 4.3 5.4 23.7 4.3 11.8 2.2 - (93)

四国 48.7 23.1 7.7 5.1 2.6 10.3 2.6 23.1 5.1 5.1 7.7 0.0 33.3 0.0 23.1 2.6 - (39)

九州 39.4 18.2 5.1 5.8 7.3 7.3 4.4 26.3 14.6 7.3 4.4 4.4 23.4 5.8 17.5 2.9 - (137)

注1：網掛けは、全体以上を表す注1：網掛けは、全体以上を表す
注2：母数は、有効回答企業7社注2：母数は、有効回答企業1,335社
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